
対象校No. 学校コード F109310101598 

設置年度 令和 ６年度

計画の区分： 専門職大学院の設置

国際医療福祉大学大学院　医学研究科　

　　担当部局（課）名 東京赤坂キャンパス事務部

　　　職名・氏名 主事
シュジ

　横山
ヨコヤマ

　宋
ソウ

太朗
タロウ

　　　電話番号　　 03-5574-3900（内線：10423）

　　　（夜間）　　 03-5574-3900（内線：10423）

　　　ｅ－mail　　 e-tokyo@iuhw.ac.jp

　　　　　該当番号を記載してください。

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・大学の設置の場合：「○○大学」

　　　　　https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/mext_01087.html

　　　４　対象校No.については、「【別紙】令和７年度AC報告書提出対象学科等.pdf」より、

　　　　　なお、該当がない場合は、本番号は学校基本調査での「学校コード」と同様の番号ですので、

　　　　　・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　３　学校コードについては、以下URLを確認の上、該当番号を記載してください。

　　　　　当該番号を記載してください。

　　　　　・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し、その下欄に

　　　　　（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　作成担当者

認可

令和７年５月１日現在 

公衆衛生学専攻（専門職学位課程）

（改正後大学設置基準適用）

学校法人国際医療福祉大学　　

【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　注１

注３

注2

注４

注2
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＜公衆衛生学専攻＞

目次

医学研究科

ページ

１．調査対象大学等の概要等　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　３

２．授業科目の概要　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　７

３．施設・設備の整備状況、経費　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１４

５．教育研究実施組織の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１８

６．附帯事項等に対する履行状況等　・・・・・・・・・・・・・・・・・　３５

７．その他全般的事項　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　３７

４．既設大学等の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１５
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ タカギ　クニノリ ）

高木　邦格

（平成7年4月）

（ スズキ　ヤスヒロ ）

鈴木　康裕

（令和4年4月）

（ ヤトミ　ユタカ ）

矢冨　裕

（令和5年4月）

（ スズキ　ヤスヒロ ）

鈴木　康裕

（令和6年4月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和６年度に報告する内容　→（６）

　　　　　　　令和７年度に報告する内容　→（７）
　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告
　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に、「備考」に変更理由等を記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科⾧」等と修正して記入してください。
　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人国際医療福祉大学

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載してください。

　　　　国際医療福祉大学大学院医学研究科公衆衛生学専攻専門職学位課程

　　　　千葉県成田市公津の杜４－２

(注)・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒286－8686

（３） 調査対象大学等の位置

学　　長

職　　名

理 事 長

　　　〒107－8402
　　　　東京都港区赤坂４－１－２６
　　（〒324－8501）
　　　（栃木県大田原市北金丸２６００－１）

（４） 管理運営組織

大学院長

専攻主任
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　　　　設置計画履行状況等調査の対象期間が７年を越え、様式に変更が必要な場合には、別途ご連絡ください。

　　　に報告書を作成してください。

医学研究科
公衆衛生学専攻 人
（専門職学位課程）

公衆衛生学修士（専門職） 年 人 人
人

人

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 20人 0人 20人 0人

－ － － － 30 － 27 －
(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 3 ] [ － ] [ 9 ] [ － ]

－ － － － 30 － 27 －
(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 3 ] [ － ] [ 9 ] [ － ]

－ － － － 30 － 26 －
(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 3 ] [ － ] [ 8 ] [ － ]

－ － － － 29 － 25 －
(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 3 ] [ － ] [ 7 ] [ － ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　・　「収容定員充足率」には、開設年度から報告年度までの報告年度における５月１日現在の収容定員数に対する学生数の割合を記入してください。

　　　　報告書を提出する大学等は、報告年度から起算した修業年限に相当する期間の収容定員充足率を記載してください。
　　　・　「収容定員充足率（控除後）」には、「収容定員充足率」が1.00倍を超える場合、「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」
　　　　第１条第２項により修業年限超過者を控除した場合及び附則第２項及び第４項を適用した場合の控除及び適用後の「収容定員充足率」を記入してください。
　　　　なお、「収容定員充足率」が1.00倍以下の場合や、1.00倍を越える場合であっても上記の控除及び適用がない場合には、「－」としてください。
　　　・　「（５）－②　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等」の「平均入学定員超過率」及び「収容定員充足率」は、

1.251.45

－

(注)・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行っている場合には、
　　　　((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には「－」を記入してください。
　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている場合）

　　　　なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　　に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入してください。
　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した入学定員、入学者数で算出してください。

2 20 40

収容定員
充 足 率

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

－

[ 　－　 ]

志願者数

受験者数

合格者数

－

(　－ 　) (　　 　) (　　 　)

－

[ 　－　 ] [ 　　　 ]

収容定員
充 足 率

（控除後）

1.35倍 －

令和７年度

Ｂ　 入学者数

(　－ 　)
Ａ　 入学定員

[ 　　　 ]

－

[ 　－　 ]

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和６年度令和５年度

－

(　－　)

[ 　－　 ]

　　　　なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。また、完成年度を越えて

　 　 ・  報告年度に春季入学以外の学期区分の設定を予定している場合は、「春季入学以外の学期区分について」で「春季入学以外の学期区分を設ける予定」を選択するとともに、
　　　　下欄に、入学時期と入学定員の内訳（予定を含む）を記載してください。（春季入学以外の学期区分の設定を予定していない場合は「－」を選択。）

　　　　「４　既設大学等の状況」AC対象学部学科等の倍率と一致しますので、留意して計算してください。

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

2年次

　 　 ・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択するとともに、

保健衛生学関係（看護学
関係及びリハビリテー
ション関係を除く。）

編入学定員 収容定員

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科
の分野

　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」）のほか、それらのコースや専攻単位でも記載したものを、
　　　　別ファイルにて提出してください。

(注)・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試区分ごとではありません）。

学生募集の停
止について

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位

設 置 時 の 計 画

修業年限

3年次

備　　考

0

　　　　を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記載してください。

入学定員

　　　・　様式は、令和２年度開設の４年制の学科が完成年度を越えて報告する場合（令和７年度までの６年間）ですが、

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）により、

0

　　　　我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための準備教育課程

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

令和２年度 令和３年度 令和４年度

0

春季入学以外の
学期区分につい

て

備　考

基礎となる学部等

医学部医学科

－

(注)・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。
　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。
　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号（その２の１）又は（その２の２））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

　　　　「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。（学生募集停止を予定していない場合は「－」を選択。）

4年次

　　　・　調査対象学部等の開設年度から報告年度まで記入してください。なお、開設年度以前は「－」を記入してください。

　　　　算出に当たっては、「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引（令和８年度開設用）Ⅳ.33収容定員の充足状況」をご確認ください。

－(　－　)
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

－ － － － － － － － 29 － 25 －

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [3] [ － ] [ 7 ] [ － ]

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (0) (　－　) （ 0 ） (　－　)

－ － － － － － － － 27 －

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 3 ] [ － ]

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) （ 0 ） (　－　)

－ － － － － － － －

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

－ － － － － －

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

(注)・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）
　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について、内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。
　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。
　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。
　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている場合）
　　　　に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入してください。
　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

（　－　）

－

（　－　） （　－　） （　－　）

令和２年度 令和３年度

計

－ － －

（0） （0）

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

29

令和４年度

[　－　] [3]

令和７年度

52

[10][　－　]

令和６年度

[　－　]

令和５年度

[　－　]

４年次

１年次

２年次

３年次

備　　　　　考
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

- 人 - 人 令和２年度 - 人 - 人

令和２年度 - 人 - 人

令和３年度 - 人 - 人

令和２年度 - 人 - 人

令和３年度 - 人 - 人

令和４年度 - 人 - 人

令和２年度 - 人 - 人

令和３年度 - 人 - 人

令和４年度 - 人 - 人

令和５年度 - 人 - 人

令和２年度 - 人 - 人

令和３年度 - 人 - 人

令和４年度 - 人 - 人

令和５年度 - 人 - 人

令和６年度 2 人 0 人 業務都合（1人）、除籍（1人）

令和２年度 - 人 - 人

令和３年度 - 人 - 人

令和４年度 - 人 - 人

令和５年度 - 人 - 人

令和６年度 - 人 - 人

令和７年度 - 人 - 人

2 人 2 人 0 人

(注)・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）
　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生、転科生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「修学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・修学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） -
令和２年度の在学者数（a+b） #VALUE!

【令和３年度】

令和３年度の退学者数（ａ） -
令和３年度の在学者数（a+b） #VALUE!

【令和４年度】

令和４年度の退学者数（ａ） -
令和４年度の在学者数（a+b） #VALUE!

【令和５年度】

令和５年度の退学者数（ａ） -
令和５年度の在学者数（a+b） #VALUE!

【令和６年度】

令和６年度の退学者数（ａ） 2
令和６年度の在学者数（a+b） 29

【令和７年度】

令和７年度の退学者数（ａ） 0
令和７年度の在学者数（a+b） 52

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

= = 0 ％

=

=

=

=

=

=

=

= = 6.89 ％

令和７年度 52 人 0 人

人令和４年度 -

退学者数
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

　　　区　分

対象年度
うち留学生数

令和２年度

令和３年度

在学者数（b） 退学者数（a）

内訳

入学した年度

-人- 人

-

合　　計

人

令和５年度 - 人 - 人

人令和６年度 27 人 2

- ％=

- ％

- ％

- ％
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【令和７年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 1前 2

1前 2 2 1前 2 2

1前 2 1 1前 2 1

1前 2 2 1前 2 1

1前 2 1 1 1前 2 1 1

1前 2 1前 2

1後 2 6 1 1 1後 2 6 1 1

12前後 2 3 12前後 2 3

12前後 4 3 12前後 4 3

2前 2 1 1 2前 2 1 1

2前 2 3 2前 2 3

12前 2 12前 2

2前 2 3 2前 2 3

12後 2 1 12後 2 1

2前 2 3 2前 2 3

12後 2 12後 2

12後 2 12後 2

12後 2 12後 2

1前 2 1前 2

1通 2 1通 2

1通 2 1 1通 2 1

1通 2 1 1通 2 1

1通 2 2 1通 2 1

1通 2 1 1 1通 2 1 1

1通 2 1通 2

1後 2 6 1 1 1後 2 6 1 1

1通 2 1通 2

小計（27科目） - 14 42 0 14 1 1 1 小計（27科目） - 14 42 13 1 1 1

1後 　 2 　 1 1 　 1後 　 2 　 1 1 　

1後 2 3 1後 2 3

12通 8 4 1 12通 8 4 1

1後 2 1 1 1後 2 1 1

1後 2 1 1 1後 2 1 1

12通 8 2 12通 8 2

1後 2 3 1後 2 3

1後 2 5 1後 2 5

12通 8 5 12通 8 4

小計（9科目） - 0 36 0 12 1 1 1 　 小計（9科目） - 0 36 0 11 1 1 1 　

- 14 78 0 14 1 1 1 　 - 14 78 0 13 1 1 1 　

社会行動科学概論E

公衆衛生政策論E

医学概論E

専
　
門
　
科
　
目

国際保健学概論E

感染症学

国際保健・感染症学課題研究指導

医療福祉政策・管理学各論

医療福祉データサイエンス

医療福祉政策・管理学課題研究指導

疫学・生物統計学各論

予防医学概論

疫学・社会予防医学課題研究指導

共
通
科
目

研究倫理特論

生物統計学概論

疫学概論

環境・産業保健学概論

医療福祉政策・管理学概論

社会行動科学概論

公衆衛生政策論

インターンシップⅠ（基礎）【※】

インターンシップⅡ（専門）【※】

国際保健学各論E

臨床疫学概論

医療情報システム概論

国際感染症学

医療経済学概論

予防医学各論

臨床心理学概論

災害医療論

医学概論

研究倫理特論E

生物統計学概論E

疫学概論E

環境・産業保健学概論E

医療福祉政策・管理学概論E

専
　
門
　
科
　
目

国際保健学概論E

感染症学

国際保健・感染症学課題研究指導

医療福祉政策・管理学各論

医療福祉データサイエンス

医療福祉政策・管理学課題研究指導

疫学・生物統計学各論

予防医学概論

疫学・社会予防医学課題研究指導

医学概論

研究倫理特論E

生物統計学概論E

疫学概論E

環境・産業保健学概論E

医療福祉政策・管理学概論E

社会行動科学概論E

国際保健学各論E

臨床疫学概論

医療情報システム概論

国際感染症学

医療経済学概論

予防医学各論

質的研究法概論

臨床心理学概論

災害医療論

共
通
科
目

卒業要件及び履修方法

研究倫理特論

生物統計学概論

疫学概論

環境・産業保健学概論

医療福祉政策・管理学概論

社会行動科学概論

公衆衛生政策論

インターンシップⅠ（基礎）【※】

インターンシップⅡ（専門）【※】

公衆衛生政策論E

医学概論E

配 当
年 次

科目
区分

単位数

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数

２　授業科目の概要

＜医学研究科　公衆衛生学専攻専門職学位課程＞

【認可時又は届出時】

授業科目の名称
主要
授業
科目

（１）－① 授業科目表

主要
授業
科目

基幹教員等の配置 基

幹

教

員

以

外

の

教

員

（

助

手

を

除

く
）

基幹教員等の配置 基

幹

教

員

以

外

の

教

員

（

助

手

を

除

く
）

科目
区分

合計（36科目） 合計（36科目）

質的研究法概論

卒業要件及び履修方法

卒業要件　30単位以上
①医療系学部出身：必修22単位（うち分野必修8単位）、選択8単位（うち分野選択必修2単位）
以上
②非医療系学部出身：必修24単位（うち分野必修8単位）、選択6単位（うち分野選択必修2単
位）以上

卒業要件　30単位以上
①医療系学部出身：必修22単位（うち分野必修8単位）、選択8単位（うち分野選択必修2単位）
以上
②非医療系学部出身：必修24単位（うち分野必修8単位）、選択6単位（うち分野選択必修2単
位）以上
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【令和６年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2

1前 2 2

1前 2 1

1前 2 2

1前 2 1 1

1前 2

1後 2 6 1 1

12前後 2 3

12前後 4 3

2前 2 1 1

2前 2 3

12前 2

2前 2 3

12後 2 1

2前 2 3

12後 2

12後 2

12後 2

1前 2

1通 2

1通 2 1

1通 2 1

1通 2 2

1通 2 1 1

1通 2

1後 2 6 1 1

1通 2

小計（27科目） - 14 42 14 1 1 1

1後 　 2 　 1 1 　

1後 2 3

12通 8 4 1

1後 2 1 1

1後 2 1 1

12通 8 2

1後 2 3

1後 2 5

12通 8 5

小計（9科目） - 0 36 0 12 1 1 1 　

- 14 78 0 14 1 1 1 　

医療福祉政策・管理学概論E

社会行動科学概論E

医学概論E

専
　
門
　
科
　
目

国際保健学概論E

感染症学

国際保健・感染症学課題研究指導

医療福祉政策・管理学各論

医療福祉データサイエンス

疫学・生物統計学各論

予防医学概論

疫学・社会予防医学課題研究指導

共
通
科
目

研究倫理特論

生物統計学概論

疫学概論

環境・産業保健学概論

医療福祉政策・管理学概論

社会行動科学概論

公衆衛生政策論
インターンシップⅠ（基礎）【※】

インターンシップⅡ（専門）【※】

国際保健学各論E

臨床疫学概論

医療情報システム概論

国際感染症学

医療経済学概論

予防医学各論

質的研究法概論

臨床心理学概論

災害医療論

医学概論

研究倫理特論E

生物統計学概論E

疫学概論E

環境・産業保健学概論E

卒業要件及び履修方法

卒業要件　30単位以上
①医療系学部出身：必修22単位（うち分野必修8単位）、選択8単位（うち分野選択必修2単位）
以上
②非医療系学部出身：必修24単位（うち分野必修8単位）、選択6単位（うち分野選択必修2単
位）以上

配 当
年 次

主要
授業
科目

基幹教員等の配置

公衆衛生政策論E

単位数

医療福祉政策・管理学課題研究指導

合計（36科目）

科目
区分

授業科目の名称

基

幹

教

員

以

外

の

教

員

（

助

手

を

除

く
）
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（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）
　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。
　　　　　なお、設置認可時又は届出時、改正前大学設置基準（令和４年10月１日施行前）に基づき、対象学部等を設置している場合、
　　　　改正後大学設置基準等（令和４年10月１日施行）の適用以前については、改正前様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。
　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引」の「教育課程等の概要」を確認してください。
　　　・　「基幹教員等の配置」欄は、大学院の研究科又は研究科の専攻の場合は、「専任教員等の配置」としてください。
　　　・　「基幹教員等の配置」欄の「基幹教員以外の教員（助手を除く）」は、大学院の研究科又は研究科の専攻の場合は、
　　　　「専任教員以外の教員（助手を除く）」としてください。
　　　・　「認可時又は届出時」には設置認可時又は届出時の授業科目全て（基幹教員（大学院の研究科又は研究科の専攻の場合は
　　　　「専任教員」）以外の教員（助手を除く）（改正後大学設置基準等の適用以前は兼任、兼担教員）が担当する科目を含む。）を黒字で記入してください。
　　　　その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。
　　　　　なお、設置認可時又は届出時、改正前大学設置基準等（令和４年10月１日施行前）に基づき、対象学部等を設置している場合、
　　　　「認可時又は届出時」の「主要授業科目」欄は削除し、「基幹教員等の配置」欄は「専任教員等の配置」、「基幹教員以外の教員
　　　　（助手を除く）」欄は「兼任・兼担」としてください。その上で、各年度については、「基幹教員（大学院の研究科又は研究科の
　　　　専攻の場合は「専任教員」）」数は、認可時又は届出時の「専任教員」数との比較において変更となっている箇所、
　　　　「基幹教員以外の教員（助手を除く）（大学院の研究科又は研究科の専攻の場合は「専任教員以外の教員（助手を除く）」）」数は、
　　　　認可時又は届出時の「兼任・兼担」数との比較において変更となっている箇所を太字の赤字としてください。
　　　　（専任教員から基幹教員に変更したことをもって太字の赤字とする必要はありません。）　
　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。
　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。
　　　・　不要な年度（令和６年度開設であれば令和５年度以前）の表は適宜削除してください。
　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）
　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、
　　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。
　　　・　指定規則の改正により、新旧カリキュラムを並行して実施している場合は、旧カリキュラムについても記載してください。
　　　　　その場合は、新カリキュラムを全て記載したのち、最後に記載欄を追加し、年度ごとに記載してください。　　　　
　　　　　新旧がある年度については、その別がわかるように各年度の右側に（新）又は（旧）と追記してください。
　　　　　（例:記載順）【認可時又は届出時】→【令和７年度】(新)→【令和６年度】(新)→【令和５年度】→【令和４年度】→【令和７年度】(旧)→【令和６年度】(旧)
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【令和６年度】

【令和７年度】

(注)・  ２（１）-① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、基幹教員等の配置の変更、
　　　　主要授業科目の変更、授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。
　　　　変更がない年度は「特になし。」と記入してください。
　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。また、改正後大学設置基準（令和４年10月１日施行）の
　　　　適用により、専任教員から基幹教員に変更した場合（例:「専任教員　教授１」から「基幹教員　教授１」に変更）や、
　　　　兼任・兼担教員から基幹教員以外の教員に変更した場合　（例:「兼任教員１」から「基幹教員以外の教員１」に変更）については、
　　　　記入しないでください。
　　　・　不要な年度（令和６年度開設であれば令和５年度以前）の表は適宜削除してください。
　　　・　指定規則の改正により、新旧カリキュラムを並行して実施している場合は、新旧の変更内容をそれぞれ１つの枠内に記入してください。

　　　　 　　　　

・担当教員の退職により、「医療福祉政策・管理学概論」、「医療福祉政策・管理学概論E」、「医療福祉政策・管理学各論」、「医療福祉データ
サイエンス」の専任教員等の配置を「教授1、助教1」から「教授1」に変更。

　　　　

（１）－②授業科目表に関する変更内容

・担当教員の退職により、「環境・産業保健学概論」、「環境・産業保健学概論E」の専任教員等の配置を「教授2」から「教授1」に変更。
・担当教員の退職により、「疫学・社会予防医学課題研究指導」の専任教員等の配置を「教授5」から「教授4」に変更。

　　　　

10



科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

(注)・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を
　　　　記入してください。（記入例:１科目減の場合:△１）

　　　　設置時の計画からの増減を記入してください。

計（Ａ）

　　　・　指定規則の改正により、新旧カリキュラムを並行して実施している場合は、「変更状況」には変更後のカリキュラム（新カリキュラム）

必修

7

計

（２） 授業科目数

設置時の計画 変更状況
備考

必修 選択 自由

36

自由選択

　　　　の授業科目数及び設置時の計画からの増減を記入するとともに、「備考」に変更前のカリキュラム（旧カリキュラム）の授業科目数と

0 36

[　　0　　] [　　0　　] [　　0　　] [　　0　　]

297 29 0
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

(注)・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して
　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。
　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。
　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

(注)・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して
　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

(注)・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、
　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

該当なし

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して
　　　　ください。

（４） 廃止科目

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

該当なし

廃止の理由、代替措置の有無

　　　・　該当がない場合は「未開講の理由、代替措置の有無」欄に「該当なし」と記入してください。

　　　・　該当がない場合は「廃止の理由、代替措置の有無」欄に「該当なし」と記入してください。

（３） 未開講科目

未開講の理由、代替措置の有無

該当なし

　　　　ください。
　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

12



（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

36

(注)・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。
　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

％
設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝ 0
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備考

点

大学全体
■借用面積14,691㎡、
期間20年

大学全体

■校舎敷地：借用面積
58,854㎡、期間30年

(164)

164

(164)

164

(３)講義室等・新設研究科等
の専任教員研究室

講義室 実験・実習室 演習室
新設研究科等の
専任教員研究室

201室 327室 180室 389室

大学全体（講義室、実
験・実習室、演習室）

医学部・大学院（専任
教員研究室）

（5,373〔3,190〕）

(４)

　

図
書
・
設
備

〔うち外国書〕

5,332〔3,742〕　 269〔23〕　

（17,117〔3,561〕）

　　　　を併せて提出してください。

　　　・　国立大学については「（５）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

　　　・　「(４)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には報告年度の５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、
　　　　その理由及び報告年度「（６）」を「備考」に赤字で記入してください。
　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。
　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

学生納付金以外の維持方法の概要 手数料収入、資産運用収入　等

(注)・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の２）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の
　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

900千円 700千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

3,000千円 3,000千円 設備購入費 0千円 0千円 0千円

学生１人当
り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

50千円

（271〔21〕） （17,129〔15,391〕）

計
15,500〔3,223〕　

開設前年度 開設年度 完成年度

(５) 教員１人当り研究費等 400千円 400千円 図書購入費 250千円 50千円
経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分

（17,117〔3,561〕）

共 同 研 究 費 等

機械・器具

点

（30,867）

30867

（30,867）

標本

15,500〔3,223〕　 5,332〔3,742〕　 269〔23〕　 12,030〔10,395〕　 30,867

〔うち外国書〕 電子図書 〔うち外国書〕 電子ジャーナル
新設学部等

の名称

図　　書 学術雑誌

冊 〔うち外国書〕 種

（5,373〔3,190〕） （271〔21〕） （17,129〔15,391〕）

12,030〔10,395〕　

医学研究科

（　－㎡） （　－㎡） （213,779㎡）

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

213,779㎡ －㎡ －㎡ 213,779㎡

（213,779㎡）

そ　の　他 113,975㎡ －㎡ －㎡ 113,975㎡

校
　
地
　
等

校 舎 敷 地 258,383㎡ －㎡ －㎡ 258,383㎡

合　　　計 372,358㎡ －㎡ －㎡ 372,358㎡

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計
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大 学 の 名 称
収容定員充足
率0.7倍以下の
学科数

0
収容定員充足
率1.15倍以上
の学科数

0

年 人 年次 人 年度 年度

人

保健医療学部 4 615 - 2220 - － 平成7年度

看護学科 4 115 - 460 学士
（看護学）

－ 平成7年度

理学療法学科 4 100 - 400 学士
(理学療法学)

－ 平成7年度

作業療法学科 4 80 - 320 学士
(作業療法学)

－ 平成7年度

言語聴覚学科 4 80 - 320 学士
(言語聴覚学)

－ 平成7年度

視機能療法学科 4 50 - 200 学士
(視機能療法学)

－ 平成14年度

医学検査学科 4 80 - 80 学士
(医学検査学)

－ 令和7年度 令和7年度より開設

放射線
　･情報科学科

4 110 - 440
学士

(放射線･情報科

学)

－ 平成7年度

医療福祉学部 4 140 5 570 - － 平成9年度

4 140 5 570 － 平成21年度

－

薬学部 6 180 - 1,080 - － 平成18年度

薬学科 6 180 - 1,080 学士
（薬学）

－ 平成18年度

医学部 6 140 - 840 - － 平成29年度

　医学科 6 140 - 840 学士
（医学）

－ 平成29年度

成田看護学部 4 100 - 400 - － 平成28年度

看護学科 4 100 - 400 学士
（看護学）

－ 平成28年度

成田保健医療学部 4 290 - 1,160 - － 平成28年度

理学療法学科 4 80 - 320 学士
(理学療法学)

－ 平成28年度

作業療法学科 4 40 - 160 学士
(作業療法学)

－ 平成28年度

言語聴覚学科 4 40 - 160 学士
(言語聴覚学)

－ 平成28年度

医学検査学科 4 80 - 320 学士
(医学検査学)

－ 平成28年度

放射線
・情報科学科

4 50 - 200
学士

(放射線･情報科

学)

－ 令和2年度

成田薬学部 6 120 - 240 - － 令和6年度

薬学科 6 120 - 240 学士
（薬学）

－ 令和6年度 令和6年度より開設

赤坂心理・医療福祉
マネジメント学部

4 120 - 480 - － 平成30年度

心理学科 4 60 - 240 学士
(心理学)

－ 平成30年度

医療マネジメ
ント学科

4 60 - 240
学士

(医療ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
学)

－ 平成30年度

小田原保健医療学部 4 200 - 800 - － 平成18年度

看護学科 4 80 - 320 学士
（看護学）

－ 平成18年度

理学療法学科 4 80 - 320 学士
(理学療法学)

－ 平成18年度

作業療法学科 4 40 - 160 学士
(作業療法学)

－ 平成18年度

福岡保健医療学部 4 220 - 840 - － 平成17年度

看護学科 4 60 - 180 学士
(看護学)

－ 令和5年度 令和5年度より開設

理学療法学科 4 50 - 210 学士
(理学療法学)

－ 平成17年度 令和5年度より入学定員変更（60→50）

作業療法学科 4 30 - 130 学士
(作業療法学)

－ 平成17年度 令和5年度より入学定員変更（40→30）

言語聴覚学科 4 - - - 学士
(言語聴覚学)

－ 平成19年度 令和5年度入学生より学生募集停止（40→0）

医学検査学科 4 80 - 320 学士
(医学検査学)

－ 平成25年度

福岡薬学部 6 120 - 720 - － 令和2年度

薬学科 6 120 - 720 学士
（薬学）

－ 令和2年度 令和2年度より開設

大学全体 － 2,245 5 9,350 - - -1.01 - -

0.99 － 同上

1.00 － 同上

0.99 －

0.85 － 同上

－ － 同上

1.01 －
福岡県大川市榎

津137-1

0.97 － 同上

1.04 － 同上

1.02 －

1.06 －

1.05 －
神奈川県小田原市
城山一丁目2番25号

1.07 － 同上

0.98 －

1.09 －
東京都港区赤坂4

丁目1-26

0.88 － 同上

1.06 － 同上

1.07 －

1.07 －
千葉県成田市公
津の杜4丁目2番

1.08 － 同上

1.04 － 同上

1.05 － 同上

1.05 － 同上

1.05 －

1.05 －
千葉県成田市公
津の杜4丁目3番

1.05 －

1.00 －

1.00 －
千葉県成田市公
津の杜4丁目2番

0.97 －

0.97 － 同上

医療福祉･
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科

学士
(医療福祉学)

学士
(医療ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

学)

0.88 － 同上

－

1.08 － 同上

0.88 －

1.01 － 同上

1.07 － 同上

0.99 － 同上

0.97 － 同上

1.00 －
栃木県大田原市
北金丸2600番1

1.02 － 同上

1.02 －

収容定員
充足率

（控除後）

定員変更
年度

（AC期間
の学科の

み）

開設
年度

所在地 備　　考

倍 倍

４　既設大学等の状況

　国際医療福祉大学

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

収容定員
充足率
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医療福祉学研究科 3 80 - 240 - - 平成13

　保健医療学専攻 3 80 - 240
博士

（保健医療
学）

- 平成13

博士
（看護学）

博士
（助産学）

博士
（言語聴覚

学）

博士
（生殖補助医

療学）

博士
（医療福祉教
育・管理学）

博士
（臨床検査

学）

博士
（災害医療

学）

博士
（医療遺伝

学）

博士
（医療福祉経

営学）

博士
（医療福祉

学）

博士
（診療情報管

理学）

博士
（医療福祉国
際協力学）

博士
（介護福祉･ｹ
ｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学）

博士
（臨床心理

学）

博士
（医療福祉
ｼﾞｬｰﾅﾘｽﾞﾑ

学）

医療福祉学研究科 2 285 - 570 - - 平成11

　保健医療学専攻 2 200 - 400
修士

（保健医療
学）

- 平成11

修士
（看護学）

修士
（助産学）

修士
（言語聴覚

学）

修士
（生殖補助医

療学）

修士
（医療福祉教
育･管理学）

修士
（臨床検査

学）

修士
（災害医療

学）

修士
（遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝ

ｸﾞ学）

　医療福祉経営専攻 2 50 - 100
修士

（医療福祉
学）

- 平成13

修士
（診療情報管

理学）

修士
（医療ビジネ
ス経営学）

修士
（医療福祉管

理学）

修士
（介護福祉・
ケアマネジメ

ント学）

修士
（自立支援介

護学）

修士
（医療福祉

学）

修士
（自立支援実
践ケアマネジ
メント学）

修士
（医療福祉

ジャーナリズ
ム学）

修士
（医療通訳・
国際医療マネ
ジメント学）

　臨床心理学専攻 2 35 - 70
修士

（臨床心理
学）

- 平成19

薬科学研究科 2 5 - 10 - - 平成22

　生命薬科学専攻 2 5 - 10 修士
（薬科学）

- 平成22

薬学研究科 4 5 - 20 - - 平成24

　医療･生命薬学専攻 4 5 - 20 博士
（薬学）

- 平成24

0.70 - -

0.70 - 同上

0.00 - -

0.00 -
栃木県大田原市
北金丸2600-1

0.98 -
東京都港区赤坂

4-1-26

0.99 - 同上

0.95 - 同上

0.96 - -

1.01 - -

1.01 -
栃木県大田原市
北金丸2600-1
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医学研究科 4 20 - 80 - - 平成30

　医学専攻 4 20 - 80 博士
（医学）

- 平成30

医学研究科 2 20 - 20 - - 令和6

　公衆衛生学専攻 2 20 - 20

公衆衛
生学修
士

（専門職）

- 令和6

　　　・「収容定員充足率」には、報告年度における５月１日現在の収容定員数に対する学生数の割合を記入してください。

　　　・「収容定員充足率（控除後）」には、「収容定員充足率」が1.00倍を超える場合、「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」
　　　　第１条第２項により修業年限超過者を控除した場合及び附則第２項及び第４項を適用した場合の控除及び適用後の「収容定員充足率」を記入してください。
　　　　なお、「収容定員充足率」が1.00倍以下の場合や、1.00倍を越える場合であっても上記の控除及び適用がない場合には、「－」としてください。

1.33 - 同上

1.33 - -

2.60 - -

2.60 - 同上

　　　　算出に当たっては、「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引（令和８年度開設用）Ⅳ.33収容定員の充足状況」をご確認ください。

　　　・「収容定員充足率（控除後含む）」は、小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。
　　　　また、0.7倍以下又は1.15倍以上の学科については、必ず太字にしてください。当該設定は、学科のみとし、学部及び専攻を太字にする必要はありません。
　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を記入してください。
　　　・「所在地」及び「備考」欄については、セルの結合ではなく、書式設定より設定の上、文字サイズ変更を行ってください。
　　　　詳しくは、本シート右に記載のコメント機能で操作方法を案内していますのでご参照ください。

　　　　「入学定員超過率」及び「収容定員充足率」が0.7倍以下又は1.15倍以上の学科数を記入する項目を「－」とした上で、「非表示」設定としてください。
　　　・学部の学科等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。
　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている場合を含めます。
　　　　　履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。
      ・本年度ＡＣの対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　　開設後、完成年度を迎えていない学科等については、開設年度から報告年度までの報告年度における５月１日現在の収容定員数に対する学生数の割合を記載してください。

(注)・本調査の対象となっている大学、短期大学及び高等専門学校（以下「大学等」という。）について、既に設置している学部等（短期大学、高等専門学校にあっては学科等）の
　　　　報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。（大学院、専攻科及び別科を除く）
        なお、本調査の対象となっている大学等の設置者が設置している他の大学等の状況については、記入する必要はありません。
　　　・記載項目以外、保護をかけています。不要な行は、「非表示」設定としてください。また、記載する必要がない学校種の記載欄については、
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（令和６年度）

認　可　時

（令和６年度）

認　可　時

（令和６年）

学内のＦＤとして、年間５回程度実
施予定としている。
教育の振り返りや最新のトピックに
関するものを予定しており、今後、
学内で調整の上、実施予定である。
（６）

令和６年度はＦＤを学部・大学院で
合計６回実施した。教員の研究力向
上に関するものや教育の振り返りと
して授業アンケート結果をもとにＦ
Ｄを実施したものである。
令和７年度も同様に複数回のＦＤを
実施予定である。（７）

引き続き、学生及び教員の教育研究
や課外活動等に支障のないように留
意していく。（６）

講義や研究指導など、学生及び教員
の教育研究に支障がないように配慮
していく。（７）

年間２回程度開催予定であり、前
期・後期の終わりの時期にそれぞれ
実施予定としている。（６）

令和６年度は初年度の運営状況を教
育課程連絡協議会のメンバーで確認
するべく、初年度の途中で１度開催
した。
令和７年度においても初年度である
令和６年度のカリキュラムの実施状
況や新入学生の状況などをメンバー
で共有すべく、今後、日程調整を行
い、実施予定としている。（７）

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等

設置の趣旨・目的等が生
かされるよう、設置計画
を確実に履行すること。
また、学術の理論及び応
用を教授研究するという
大学院の目的、さらに理
論と実務を架橋して高度
専門職業人の養成に特化
した教育を実施するとい
う専門職大学院の目的に
照らし、開設時から充実
した教育研究活動を行う
ことはもとより、その水
準を一層向上させるよう
に努めること。

【認可】
遵守事項

履行中

二以上の校地において教
育を行うことから、学生
及び教員の教育研究等に
支障のないよう留意する
こと。また、学生の課外
活動等にも配慮するこ
と。

【認可】
助言事項

履行中

教育課程連絡協議会の適
切な運用等により、養成
する人材像やディプロ
マ・ポリシー、カリキュ
ラム・ポリシー等に基づ
き、時宜に応じた教育課
程が、将来にわたって持
続的かつ効果的に編成さ
れるとともに、その教育
水準を一層向上させるよ
う努めること。

【認可】
遵守事項

履行中

履　行　状　況

学内のＦＤを通し、教育法の改善、
教員の資質の向上を行っており、教
職員の出席も義務付けている。
それに加え、諸外国での先進的な公
衆衛生学教育を取り入れるべく、国
際学会への参加や提携校とのオンラ
イン会議等を通じて、教員に最新の
教授法を学ぶ機会を予定している。
（６）

令和７年度においても、引き続き、
学内のＦＤを通し、教育法の改善、
教員の資質の向上を目的として取り
組みを行っている。（７）

産業界等との連携による授業科目の
開設・実施やその他の教育課程の編
成に関する事項について、教育課程
連携協議会を実施し、開設科目の内
容や実施方法等の見直しを検討・審
議し、令和８年度から提供する教育
課程に対して必要に応じて改善を予
定している。（６）

学外の方に複数参加いただいている
教育課程連絡協議会を令和６年１０
月２８日（月）に１時間ほどで実施
をし、公衆衛生専門職大学院の学生
の入学状況や授業の運営状況、授業
アンケートや各学生の研究テーマ等
について状況の確認を行った。
令和８年度に向けて国際保健の観点
から栄養学に関する科目や留学生を
対象とした公衆衛生および国際保健
の研究に必要な日本語運用能力を養
成する科目について新設予定として
検討を行っている。（７）

各キャンパスでの直接指導に加え、
同時双方向型授業やオンデマンド型
授業などのメディア等を利用して、
教育研究を行っている。
教育課程は２キャンパスで同一であ
り、メディア等を利用した授業によ
り、学生の教育研究に支障が生じな
いように配慮している。（６）

同時双方向のWebシステム
（Microsoft Teams）を積極的に活
用し、各キャンパスの教室からの授
業参加や講義を実施し、学生・教員
ともに支障がない状態を維持してい
る。（７）
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区　　　分
今後の

の実施計画
附　帯　事　項　等 履　行　状　況

認　可　時

（令和６年）

　　　　【令和６年度報告書から記載内容に変更がある場合】
　　　　　令和６年度報告書の記載内容を転記し文末に「（６）」と記載した上で、変更後の「履行状況」及び
　　　　　「今後の実施計画」を記載し文末に「（７）」と記載してください。
　　　　【令和６年度報告書から記載内容に変更がない場合】
　　　　　令和６年度報告書の記載内容を転記し文末に「（６）（７）」と記載してください。
　　　　【令和７年度から新たに調査対象となった学科等又は令和６年度設置計画履行状況調査で付された指摘の場合】
　　　　　「履行状況」及び「今後の実施計画」を記載し文末に「（７）」と記載してください。

完成年度に向けて、若手教員の昇格
や採用公募にて、若手・中堅教員を
計画的に配置し、年齢構成の適正化
に努め、教育研究水準の維持向上と
継続性、及び教育研究の活性化を
図っていく。（６）

教員の教育実績や研究実績から学内
での人事評価を行い、若手教員の昇
格や採用公募を積極的に行い、若手
教員の割合増に向けて対応・検討を
行っていく。（７）

【認可】
遵守事項

履行中

完成年度前に定年規程に
定める退職年齢を超える
専任教員数の割合が高い
ことから、定年規程の趣
旨を踏まえた適切な運用
に努めるとともに、教員
組織編制の将来構想につ
いて着実に実施するこ
と。

開設時には従来の公衆衛生学専攻
（修士）の教員に加えて、実務経験
豊富な人材を中心に運営を行ってお
り、完成年度以降、積極的に若手教
員に切り替えていけるよう、若手教
員の昇格や採用公募を行い、ベテラ
ン教員から40歳台以下の若手に専攻
運営や教育のノウハウを伝えていく
ことを予定している。（６）

今後、若手教員の昇格等も検討し、
専攻運営における若手教員の割合を
増やし、引き続き、指導体制の年齢
構成の適正化に努める。（７）

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。以下同様。） と、それに対する履行状況等について、
(注)・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査結果」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査結果」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を
　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的かつ明確に記入してください。
　　　　その履行状況等の参考や根拠となる資料があれば、添付してください。
　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。
　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

　　　・　認可時または届出時に付された附帯事項に対する履行状況等の記載に当たっては、以下のとおり記載してください。
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

特に変更は見当たらない

　研究科会議（研究科長、専攻主任、分野責任者、研究指導教員）月1回

　研究科会議（研究科運営に関する重要事項の情報共有、入学者選考等）

　ａ　委員会の設置状況

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）
　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

　ａ　実施内容

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　ｃ　委員会の審議事項等

②　実施状況

　研究科管理運営委員会、研究科会議、FD委員会

　研究科管理運営委員会（研究科長、専攻主任、分野責任者、教務担当者等）月1回

　FD委員会（FD委員）FD開催にあわせて実施

　研究科管理運営委員会（研究科運営に関する重要事項全般）

　FD委員会（FDの企画案）

　・公衆衛生学専攻指導教員を対象としたFD（6月実施予定）

　・大学院教員全員を対象としたFD（年5回、日程調整中）

７　その他全般的事項

＜医学研究科　公衆衛生学専攻専門職学位課程＞

（１） 設置計画変更事項等

①　実施体制

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　ｂ　実施方法

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　・同時双方向アプリを使用したプレゼンテーション及び質疑応答

　・映像収録を行い、学内で公開しており、原則として全員参加

　　履修ガイドの作成、院生アンケートを実施

　　実施予定（前期・後期）

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

　　各教員へは集計結果をフィードバック。学生は学内のWeb掲示板で集計結果を公開予定。

(注)・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。
　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）
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　　（5月1日現在の委員名簿も添付してください。委員に変更がある場合は、その内容と各区分を踏まえた委員構成で

　　　あることを説明してください。併せて、別途委員名簿を変更内容が分かるよう加筆の上、提出してください。）

　　　令和６年度は１０月２８日（月）に実施した。令和７年度も前期授業週間終了後に実施予定。

　　　（１）産業界等との連携による授業科目の開設、その他の教育課程の編成に関する基本的な事項

　　　（２）産業界等との連携による授業の実施、その他の教育課程の編成に関する基本的な事項　及び

　　　　　　その実施状況の評価に関する事項

　　　特になし

　　　授業アンケートの結果を教員にフィードバックし、授業内容の見直しに繋げた。

　ａ　審議した内容

　b　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への見直し状況

　　　開設科目の内容や実施方法などについて適切かどうかを審議し、

　ｄ　その他

　c　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への反映状況

　　　開設初年度の学生の入学状況や各自の研究課題テーマの確認、

　　　各科目の授業アンケートの結果や授業の実施状況などについて確認を行った。

①　体制

　ａ　委員会の設置状況

　ｂ　委員会の開催状況（回数や開催日など）

　ｃ　委員会の審議事項等

②　審議状況

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職学科、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

　　　令和８年度から提供する教育課程に対して見直しを図っていく予定である。

　　　同じく、必要に応じて令和８年度から提供する教育課程に対して反映を行っていく予定である。
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　　・専門職大学院の分野別認証評価に関して、

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　大学全体として令和４年度に行った自己点検・評価について公表済である。令和３年度にて公益財団法人日本高等教育
評価機構による大学機関別認証評価を受け、これを機に3つのポリシーの改定を行うと同時に、学位別の教育プログラム評
価の体制も構築している。

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　令和６年４月に開設した、医学研究科公衆衛生学専攻（専門職学位課程）は、国際性を備えた指導的立場に立つ高度な
専門職業人をめざす人のため、修士課程から専門職学位課程へ改組しました。総合的な公衆衛生専門職大学院として、大
きく変貌を遂げる国内外の公衆衛生・医療福祉の未来を担うべく、国際感染症、医療福祉管理学、国際保健学や予防医学
など、さらなる発展が期待されている分野に力を注ぎ、実践的な高度専門能力を身につけた人材養成を実現することを目
的として掲げ、設置したものである。
　初年度４月入学の第１期生の募集に当たっては、入学定員２０名に対し、多くの志願者があり、最終的には、外国人３
名を含む２９名の入学者を迎えた。令和７年度入学の第２期生についても定員数以上の２５名の入学者があり、そのう
ち、留学生は大使館推薦による国費留学生１名を含む７名の入学となり、継続して優秀な人材を確保できたと考えてい
る。
　今後も設置計画を着実に履行するとともに、施設、設備等の充実を図り、保健・医療・福祉分野における優れた人材を
養成していきたい。

（４） 自己点検・評価等に関する事項

○　設置計画履行状況報告書（令和７年度）

　ｂ　公表方法

　　・大学ホームページ上で公開

　　　令和１０年度に評価機関（公益財団法人大学基準協会）の評価を受ける予定としている。

　　・機関別認証評価についても、同じく令和１０年度に受審予定として学内で手続きを予定している。

(注)・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。
　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を含めて記入してください。
　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書について記入してください。

③　認証評価を受ける計画

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

　（専門職大学、専門職短期大学、専門職大学院については、機関別認証評価と分野別認証評価それぞれの受審計画について記載してください。）

※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

（５） 情報公表に関する事項
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